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平成24年６月29日付け三重県公報第2406号に､ 教育関係事業補助金等交付要綱について次のように告示されま
した｡
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教育関係事業補助金等交付要綱の一部を改正する告示を次のように定めます｡
平成24年６月29日

三重県知事 鈴 木 英 敬
教育関係事業補助金等交付要綱の一部を改正する告示

教育関係事業補助金等交付要綱 (昭和52年三重県告示第52号) の一部を次のように改正する｡
別表第１第３号の項 (Ａ) の欄を次のように改める｡

別表第１第３号の項 (Ｃ) の欄を次のように改める｡

｢ ｢

別表第１第３号の項 (Ｅ) の欄中 を に改める｡

｣ ｣
別表第1第5号の項 (Ａ) の欄及び (Ｂ) の欄中 ｢高等学校｣ を ｢高等学校等｣ に改め､ 同項 (Ｃ) の欄を次の

ように改める｡

別表第１中第６号の項及び第７号の項を削り､ 第８号の項を第６号の項とし､ 第９号の項を第７号の項とし､
第10号の項を第８号の項とし､ 第11号の項を削り､ 第12号の項を第９号の項とし､ 第13号の項から第15号の項ま
でを３号ずつ繰り上げ､ 第16号の項及び第17号の項を削り､ 第18号の項を第13号の項とし､ 第19号の項 (Ａ) の
欄を次のように改める｡
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お知らせ ○ 教育関係事業補助金等交付要綱の一部改正 …………………………………… 予 算 経 理 課 １頁

学校体育大会負
担 (補助) 金

中学校､ 高等学校及び
特別支援学校の体育大
会の開催に要する経費

東海地区聾学校
体育連盟

東海地区聾学校
体育連盟
全国中学校体育
大会三重県実行
委員会

高等学校等の全国及び
ブロックの体育大会へ
生徒を派遣するために
要する経費
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再生紙を使用しています

別表第１第19号の項 (Ｅ) の欄を次のように改める｡

別表第１第19号の項を同表第14号の項とし､ 同表第20号の項 (Ａ) の欄及び (Ｂ) の欄を次のように改める｡

別表第1第20号の項 (Ｃ) の欄中 ｢学校支援活動等｣ を ｢学習及び学習環境整備に係る支援活動等｣ に改め､
同項を同表第15号の項とし､ 同表中第21号の項を第16号の項とし､ 第22号の項を第17号の項とし､ 第23号の項を
第18号の項とし､ 同表に次のように加える｡

別表第2を次のように改める｡

附 則
この告示は､ 公表の日から施行し､ 改正後の教育関係事業補助金等交付要綱の規定は､ 平成24年度分の補助金

等から適用する｡
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就学を支援する外
国人児童生徒受入
促進事業補助金

市町等

地域による学力
向上支援事業補
助金

地域住民の知識・技
能を活用した学習支
援等を行い､ 子ども
たちの学力向上を図
る｡

19 小中学校防災機
能強化補助金

地震､ 津波等自然災
害発生時の児童生徒
の安全を確保し､ 被
害の軽減を図るため､
小中学校の防災機能
を強化する｡

次に掲げる経費
� 防災機器等の整備
� 備品等の転倒落下防止
対策

� ガラス飛散防止対策

教育長が別に定
める｡

市町等

20 早期からの一貫
した教育支援体
制整備事業補助
金

発達障がいを含む全
ての障がいのある幼
児児童生徒の特別支
援教育の総合的な推
進を図る｡

早期からの一貫した教育支援
体制の整備に係る費用

教育長が別に定
める｡

市町等

区分
(Ａ)

補助金等の名
称

(Ｂ)
規則第20条第１項ただし書の規定により財
産処分の制限をする期間

(Ｃ)
規則第20条第１項第２号の規定により財
産処分の制限をする機械及び重要な器具

１ 文化財保護事
業補助金

補助事業者等が補助事業等により取得し､
又は効用の増加した財産のうち処分を制限
する財産及び補助事業等により取得し､ 又
は効用の増加した財産の処分制限期間を定
める件 (平成14年文部科学省告示第53号)
に定められている処分制限期間に相当する
期間

１件の取得価額又は効用の増加価額が50
万円以上の機械及び器具

２ カモシカ食害
対策事業補助
金

３ 小中学校防災
機能強化補助
金

減価償却資産の耐用年数等に関する省令
(昭和40年大蔵省令第15号) に定める耐用
年数に相当する期間


